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例えばこんなことがわかります！

より詳しくは、三冬社ホームページまで
https://www.santho.net/

●ISBN978-4-86563-101-2
●三冬社 編集制作部 編
●2023年7月27日発行
●A4判336頁
●定価 16,280円
（本体 14,800円＋税10%）

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

地震や津波、風水害など、被害想定が拡大するニッポン！
各種災害から身を守る方法を検討するための幅広い統計集。

近年増加傾向にある地震と気象災害。本データブックは、各地の地震発生状況や、豪雨による浸水、
土砂災害など被害状況や被災者の行動・意識を図表にまとめたものです。防災対策の構築に役立ちます。

災害と防災・防犯 
統計データ集 2023

●  阪神・淡路大震災（1995年1月17日5：46 M7.3）の死者・
行方不明者数

　 死者 6,434名　　行方不明者 3名
●  東日本大震災（2011年3月11日14：46 Mw9.0）の死者・

行方不明者数
　 死者 19,747名　　行方不明者 2,556名
●  インドネシア・スマトラ島沖大地震（2004 年 12 月 26 日

9：58 Mw9.1）の死者・行方不明者数
　 死者 126,732名 　　行方不明者 93,662名
●  関東大震災（1923 年 9 月 1 日 11：58 M7.9）の死者・

行方不明者数
　 死者・行方不明者 約10万5千人
●  阪神・淡路大震災、東日本大震災、関東大震災の主な死

亡原因と割合
　 阪神・淡路大震災……窒息・圧死 約7割
　 東日本大震災……溺死 約9割
　 関東大震災……焼死 約9割
●  南海トラフ巨大地震で地震が陸側、津波が満潮時に起きた

場合の想定される人的被害
　 冬・深夜に被災……建物倒壊による死者 約65,000人
　　　　　津波による死者 約109,000人
　　　　　負傷者数 約517,000人～約519,000人
　 夏・昼に被災……建物倒壊による死者 約28,000人
　　　　　津波による死者 約75,000人
　　　　　負傷者数 約474,000人～約476,000人
●  東京都心南部直下地震（M7.3、今後 30 年間で発生確率

70％）の被害想定
　 死者 6,148人  負傷者 93,435人
　 避難者 約299万人 帰宅困難者 約453万人
●  全国の DMAT（災害派遣医療チーム）指定医療機関の数

……828医療機関
●  東京都の DMAT（災害派遣医療チーム）指定医療機関の数

……82医療機関
● 水道事業における基幹管路の耐震適合率……41.2％
● 水道事業における浄水施設の耐震化率………39.2％

図表サンプル

令和4年台風第14号による暴風、大雨等 （2022年9月17日〜20日）

現在の自身の家庭における自然災害への備え （複数回答可）

陸側ケースの震度分布 特殊詐欺の検挙状況 近年の日本の治安について

降水量の期間合計値の分布図（9 月 17 日 0 時～ 20 日 24 時）

死者 5 名、負傷者 161 名
全壊 17 棟、半壊 248 棟、床上浸水 612 棟、床下浸
水 698 棟など（災害情報一覧 令和 4 年台風第 14 号
による被害及び消防機関等の対応状況（第19報）より）

596.0mm
愛媛県西条市
成就社（ジョウジュシャ）

667.5mm
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梼原（ユスハラ）

九州や四国地方を中心に、大雨による土砂災害や
河川の増水や氾濫、低地の浸水による被害のほか、
暴風や高潮による被害が発生した。

543.5mm
熊本県球磨郡湯前町
湯前横谷（ユノマエヨコタニ）

※  降水量の期間合計値の多い主な 
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明日の防災・防犯のために



三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　https://www.santho.net/

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善・講義・論文作成に

A4 判　2022 年 12 月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-092-3

70 歳雇用延長で働き甲斐が問われる日本！
諸外国と比べて低下した生産性の向上が問われている。
少子高齢社会に向けた対策を考えるための総合統計集。

少子高齢社会
総合統計年報 2023

例えばこんなことがわかる・図表グラフが 400 点以上掲載
災害と防災・防犯に関する様々なデータがこの1冊にまとまった

主な内容紹介

第１章  災害史
日本の災害史：地震・津波、火山噴火、風水害、雪害／世界の
巨大地震史：11 世紀から 19 世紀まで／世界の主な自然災害：
20 世紀以降

第 2 章   東日本大震災と復興・過去の地震災害
東日本大震災の概要／東日本大震災の被害状況／津波の状況／
被害額 宮城県／避難状況 福島県／岩手県の東日本大震災津波
からの復興に関する意識／東北 3 県の被災沿岸市町村におけ
る民営事業所数の推移／関東大震災の概要／阪神・淡路大震災
の概要　など

第 3 章   近年と過去の自然災害
世界の地震・津波被害、火山噴火、異常気象・気象災害／日本
の地震・津波災害、火山災害、気象災害／水害被害、山地災害・
林野関係被害、農作物被害／大被害をもたらした過去の気象災
害：洞爺丸台風・狩野川台風・伊勢湾台風　など

第 4 章   災害医療
災害医療／災害拠点病院一覧／各都道府県における災害医療コーディネイ
ターの任命状況／コロナ禍における災害派遣医療チームの災害医療活動／
南海トラフ巨大地震による死者・負傷等の予測／救急・救助　など

第 5 章   防災対策
全国地震予測地図／日本の主要活断層・海溝型地震の評価結果／日本海溝・
千島海溝周辺海溝型地震／南海トラフ地震の被害想定／首都直下地震の被
害想定／各種施設の耐震化状況／全国避難所数／防災に関する国民の意識
／地域別にみる災害への備え／防災教育・防災訓練／観光客向け防災／企
業防災　など

第 6 章   防犯と安全
火災の現状／危険物施設の災害／消防防災／労働災害／犯罪／少年犯罪の
実態／特殊詐欺の検挙状況／子ども・女性の防犯／地域パトロールと防犯
／テロに対する意識／交通事故・交通違反　など

災害拠
点病院

一覧

161

5

6

1

2

3

4
災
害
医
療

2 災
害拠点

病院一
覧

厚生労
働省「

災害拠
点病院

一覧」
（202

3年4月
1日現

在）

4-2-1
全国の

災害拠
点病院

（基幹
災害拠

点病院
・地域

災害拠
点病院

）（202
3年4

月1日
現在）

図表

都道府
県

No
区分

病院名

開設者

所在地

2次医
療圏名

北海道

・基幹
 1

・地域
33

1
地域

旭川赤
十字病

院

日本赤
十字社

旭川市

上川中
部

2
地域

旭川医
科大学

病院

国立大
学法人

旭川市

上川中
部

3
地域

名寄市
立総合

病院

市町村

名寄市

上川北
部

4
地域

北見赤
十字病

院

日本赤
十字社

北見市

北網

5
地域

八雲総
合病院

市町村

二海郡
八雲町

北渡島
檜山

6
地域

深川市
立病院

市町村

深川市

北空知

7
地域

JA北海
道厚生

連網走
厚生病

院

厚生連

網走市

北綱

8
地域

市立釧
路総合

病院

市町村

釧路市

釧路

9
基幹

札幌医
科大学

附属病
院

公立大
学法人

札幌市
中央区

札幌

10
地域

市立札
幌病院

市町村

札幌市
中央区

札幌

11
地域

北海道
大学病

院

国立大
学法人

札幌市
北区

札幌

12
地域

独立行
政法人

国立病
院機構

北海道
医療セ

ンター

独立行
政法人

（国病
）

札幌市
西区

札幌

13
地域

手稲渓
仁会病

院

医療法
人

札幌市
手稲区

札幌

14
地域

小樽市
立病院

市町村

小樽市

後志

15
地域

JA北海
道厚生

連倶知
安厚生

病院

厚生連

虻田郡
倶知安

町
後志

16
地域

市立稚
内病院

市町村

稚内市

宗谷

17
地域

広域紋
別病院

一部事
務組合

紋別市

遠紋

18
地域

JA北海
道厚生

連遠軽
厚生病

院

厚生連

紋別郡
遠軽町

遠紋

19
地域

JA北海
道厚生

連帯広
厚生病

院

厚生連

帯広市

十勝

20
地域

砂川市
立病院

市町村

砂川市

中空知

21
地域

日鋼記
念病院

社会医
療法人

室蘭市

西胆振

22
地域

市立室
蘭総合

病院

市町村

室蘭市

西胆振

23
地域

総合病
院伊達

赤十字
病院

日本赤
十字社

伊達市

西胆振

24
地域

社会医
療法人

製鉄記
念室蘭

病院

社会医
療法人

室蘭市

西胆振

25
地域

市立根
室病院

市町村

根室市

根室

26
地域

町立中
標津病

院

市町村

標津郡
中標津

町
根室

27
地域

王子総
合病院

医療法
人

苫小牧
市

東胆振

28
地域

苫小牧
市立病

院

市町村

苫小牧
市

東胆振

29
地域

総合病
院浦河

赤十字
病院

日本赤
十字社

浦河郡
浦河町

日高

30
地域

社会福
祉法人

北海道
社会事

業協会
富良野

病院

北社協

富良野
市

富良野

31
地域

岩見沢
市立総

合病院

市町村

岩見沢
市

南空知

32
地域

市立函
館病院

市町村

函館市

南渡島

33
地域

北海道
立江差

病院

都道府
県

檜山郡
江差町

南檜山

34
地域

留萌市
立病院

市町村

留萌市

留萌

青森県

・基幹
2

・地域
8

35
基幹

青森県
立中央

病院

都道府
県

青森市

青森

36
地域

青森市
民病院

市町村

青森市

青森

37
地域

十和田
市立中

央病院

市町村

十和田
市

上十三

38
地域

一部事
務組合

下北医
療セン

ターむ
つ総合

病院

市町村

むつ市

下北

39
地域

つがる
西北五

広域連
合つが

る総合
病院

市町村

五所川
原市

西北五

40
基幹

弘前大
学医学

部附属
病院

国立大
学法人

弘前市

津軽

41
地域

独立行
政法人

国立病
院機構

弘前総
合医療

センタ
ー

独立行
政法人

（国病
）

弘前市

津軽

42
地域

黒石市
国民健

康保険
黒石病

院

市町村

黒石市

津軽

43
地域

八戸市
立市民

病院

市町村

八戸市

八戸

44
地域

八戸赤
十字病

院

日本赤
十字社

八戸市

八戸

岩手県

・基幹
2

・地域
9

45
基幹

岩手医
科大学

附属病
院

学校法
人

紫波郡
矢巾町

盛岡

46
基幹

盛岡赤
十字病

院

日本赤
十字社

盛岡市

盛岡

47
地域

県立中
央病院

都道府
県

盛岡市

盛岡

48
地域

県立大
船渡病

院

都道府
県

大船渡
市

気仙

49
地域

県立釜
石病院

都道府
県

釜石市

釜石

50
地域

県立宮
古病院

都道府
県

宮古市

宮古

51
地域

県立胆
沢病院

都道府
県

奥州市

胆江

52
地域

県立磐
井病院

都道府
県

一関市

両磐

53
地域

県立久
慈病院

都道府
県

久慈市

久慈

54
地域

県立中
部病院

都道府
県

北上市

岩手中
部

55
地域

県立二
戸病院

都道府
県

二戸市

二戸

・令和
5年 4

月 1日
現在ま

でに
770 病

院（基
幹災害

拠点病
院 64

病院、
地域災

害拠点
病院

706 病
院）を

指定。

・�基幹
災害拠

点病院
は、原

則とし
て各都

道府県
に 1ヵ

所設置
され、

地域災
害拠点

病院の
機能を

有する
ほか、

当該都
道府県

下全域
の災害

拠点病
院の機

能を強
化する

ための
訓練・

研修機
能を有

する病
院。

・�地域
災害拠

点病院
は、原

則とし
て 2次

医療圏
に 1ヵ

所設置
され、

広域
2次救

急医療
圏の中

核医療
機関と

して、
当該地

域の災
害拠点

病院の
とりま

と

めのほ
か、当

該地域
の災害

医療体
制を強

化する
機能を

有する
病院。

第3章

130
災害と防災・防犯 統計データ集 2023

7 日本の地
震・津波災

害（202
2年～20

23年5月
）

気象庁「
令和4年

（2022
年）の地

震活動に
ついて」

「（令和
5年1月

～5月の
）地震活

動及び火
山活動に

ついて」

内閣府「
災害状況

一覧」

3-7-1
2022年

の日本及
びその周

辺で発生
した強い

地震

図表
500km 震央分布

図

M

depth
（km）

0

30

80

150

300

700

7.0

6.0

18

19,20

13,15

17

6

28
3

24

10

1,7,14,21～23

25

29

9

16

12

2

5.0

4.0

4

11

26
8

27

5

（注）マ
グニチュ

ード 6.0以上、
又は震度

5弱以上
を観測し

た地震を
掲載した

。

番号

震源時 震央地名

震源要素
1）2） M

3） H3） S3） T3）
最大震度

・被害状
況など

4）

月 日 時 分

緯度
経度

深さ
（km）

M Mw

度
分 度

分

1 1 3 18 46 台湾付近
23° 56.6' 122° 13.0' 27 6.3 6.2 M ・ ・ ・

2：  沖縄県　
石垣市新

栄町＊　
与那国町

祖納　　

など1県5地点

2 1 4 06 08 父島近海
27° 3.9' 142° 6.8' 63＊ 6.1 5.8 M ・ S ・

5強：  東京都　
小笠原村

母島

長周期地
震動階級

1を観測

緊急地震
速報（警

報）を発
表

3 1 22 01 08 日向灘
32° 42.9' 132° 4.3' 45 6.6 6.4 M H S ・

5強：  大分県　
大分市新

春日町＊
　佐伯市

蒲江蒲

江浦　な
ど2県8地点

長周期地
震動階級

2を観測

緊急地震
速報（警

報）を発
表

被害：  重傷3人、軽
傷10人、住

家一部破
損2棟な

ど（11月18日現在
）

4 3 16 23 34 福島県沖
37° 40.8' 141° 36.3' 57 6.1 － M ・ S ・

5弱：  宮城県　
　石巻市

桃生町＊

福島県　
相馬市中

村＊

長周期地
震動階級

1を観測

緊急地震
速報（警

報）を発
表

5 3 16 23 36 福島県沖
37° 41.8' 141° 37.3' 57 7.4 7.3 M H S T

6強：  宮城県　
登米市米

山町＊　
登米市南

方町＊

など2県7地点

長周期地
震動階級

４を観測

緊急地震
速報（警

報）を発
表

宮城県及
び福島県

に津波注
意報を発

表

津波観測
：  宮城県石

巻港で最
大31cmなど、

青森

県から茨
城県にか

けて津波
を観測

被害：  死者4人、重
傷28人、軽

傷219人、住
家全

壊217棟、半
壊4,556棟、一

部破損52,162

棟など（
11月18日現在

）

6 3 18 23 25 岩手県沖
39° 59.4' 142° 0.2' 18 5.6 5.3 ・ H S ・

5強：岩
手県　野

田村野田
＊

緊急地震
速報（警

報）を発
表

被害：住
家一部破

損１棟な
ど（3月28日現在

）

会社員の防災意識

247

6

1

2

3

4

5
防
災
対
策

20 会社員の防災意識
ライボ Job 総研調べ「2022年 防災意識に関する実態調査」（インターネット調査）

2022年8月調査、全国の20代〜50代の男女552名対象（1年以内〜10年以上勤務している社会人で20人〜1,000人以上規模の会社

に所属している者）

（属性：女性36.8％ 男性62.3％ その他0.9％／20代41.5％ 30代25.0％ 40代23.7％ 50代9.8％／フル出社40.4％

 フルリモート13.9％ 出社とリモート45.7％）

5-20-1 自身の防災意識図表
5-20-2 年代別、自身の防

災意識
図表

どちらかといえば低い

とても低い

低い

どちらかといえば高い

高い

とても高い

全体
n=552

7.8%

14.9%

44.0% 高い派1）

66.7％

5.8%

8.7%

18.8%

0 20 40 60 80 100
（％）

20.1

22.6

16.8

9.2

9.6

5.8

10.7

7.4

5.7

6.1

9.3

40.2

50.0

43.5

46.3

14.8

10.1

16.8

22.2

9.6

7.2

6.1

5.6

4.3

どちらか
といえば
低い

低いとても
低い

どちらか
といえば
高い

高いとても
高い

50代
n=54

40代
n=131

30代
n=138

20代
n=229

高い派1）64.6％

高い派1）67.3％67.3％

高い派1）66.4％66.4％

高い派1）74.1％74.1％

注：1）「とても高い」「高い」「どちらかといえば高い」と回答した者計
注：1）「とても高い」「高い」「どちらかといえば高い」と回答した者計

5-20-3
テレワークが増え自宅での

防災

意識に変化はあったか図表
5-20-4

自身は何かしらで災害対策
をし

ているか図表

どちらかといえば低い

1.8%
低くなった
0.9%

変わらず低い

どちらかといえば高い

高まった

変わらず高い

全体
n=552

19.1%

15.8%

36.8%

25.6%

高い派1）

71.7％

全くしていない

少ししている

している

全体
n=552

している派1）

80.2％

33.5%

46.7%

19.8%

注：1）「変わらず高い」「高まった」「どちらかといえば高い」と回答した者計
注：1）「している」「少ししている」と回答した者計

5-20-5
（5-20-4で「している」「少しし

ている」と回答した者対象）

具体的な防災対策（複数回答）図表
5-20-6

勤務先の防災意識はどのよ
うに

感じるか図表

0 20 40 60 80
（％）

63.7

58.5

36.1

34.8

24.4

23.5

18.5

16.9災害時の連絡手段を

家族や知人などと共有

災害時の安否確認方法を
把握している

防災アイテムとして

アウトドアグッズを揃え
る

災害時の緊急連絡先を把
握している

家具の置き方を工夫して
いる

避難場所や避難経路を把
握している

災害時の食糧・飲料を備
蓄している

防災グッズを備蓄してい
る

n=443

どちらかといえば低い

とても低い

低い

どちらかといえば高い

高い

とても高い

全体
n=552

高い派1）

78.7％

18.5%

25.4%

34.8%

5.4%

4.8%
11.1%

注：1）「とても高い」「高い」「どちらかといえば高い」と回答した者計
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（1）福
島県内

への避
難者数

  
6,147人

親戚・
知人宅

等
1）5,555人

（2023年 5月 1日現
在）

借上げ
住宅特

例
2）570人

3）

（2023年 4月 3日現
在）

　　　
　　　

　　　
　等

（3） 避
難先不

明者   
 

　　   5人

    避難
指示

2-8-1
福島県

の避難
の状況

図表

注：1）親
戚・知

人宅、
施設・

病院、
県の借

上げで
ない住

宅、社
宅等へ

の避難
者数。

（災害
対策本

部総括
班で集

計した
もので

ある。
）

：2）特
例とは

、自ら
県内の

民間賃
貸住宅

に入居
した避

難住民
の賃貸

借契約
を県と

の契約
に切り

替え、
県借上

げ住宅
とする

特例措
置

：3）各
市町村

におい
て確認

できた
人数を

集計し
たもの

である
。

出典：
復興庁

「福島
の復興

・再生
に向け

た取組
」、福

島県災
害対策

本部「
平成 23年東

北地方
太平洋

沖地震
による

被害状
況即報

（第 1792報）
」

2-8-2
東京電

力によ
る損害

賠償の
仮払い

・本賠
償の支

払状況
（2023年3月末時点）

図表

資料：
東京電

力ホー
ルディ

ングス
資料よ

り経済
産業省

作成

出典：
資源エ

ネルギ
ー庁「

エネル
ギー白

書 2023」

8 避
難者の

数と損
害賠償

額

復興庁
「福島

の復興
・再生

に向け
た取組

」、福島
県災害

対策本
部「平

成23年
東北地

方太平
洋沖地

震によ
る被害

状況即
報（第

1792報
）」

資源エ
ネルギ

ー庁「
エネル

ギー白
書202

3」

100,000

80,000

40,000

20,000

9/
18

2011

本賠償

仮賠償

0

2013/12/26

「中間
指針第

四次追
補」

仮払　
約1,543億円

個人

約32,545億円

団体・
地方公

共団体
等

約46,938億円

法人、
個人事

業主な
ど

約22,599億円

自主的
避難等

約3,537億円

60,000

2013/1/30

「中間
指針第

三次追
補」

2012/23/16

「中間
指針第

二次追
補」

2011/12/6

「中間
指針第

一次追
補」

2011/8/5

「中間
指針」

（億円
）

2022/12/20

「中間
指針第

五次追
補」

2012
2013

2014
2015

2016
2017

2018
2019

2020
2021

2022

（年度
）

110,000

2023年3月時
点で、

総額約
10兆7,163億円

の

支払が
行われ

ている
。

（上位
7都県

）

茨城県
  

2,465人

埼玉県
  

2,299人

東京都
  

2,292人

新潟県
  

1,867人

千葉県
  

1,327人

神奈川
県  

1,228人

宮城県
  

1,192人

（2）福
島県外

への避
難者数

  
20,868人

（2023年 5月 1日現
在）

避難指
示区域

からの
避難対

象者 ……
………

…約2.1万人
〔6町村

の帰
還困

難区
域〕

福島県
全体の

避難者
数 ……

………
………

…… 27,020人
（2022年4月時

点）

※避難
指示区

域設定
時（2013年8月）

は約8.1万人

大被害をもたらした過去の気象災害

153

5

4

6

1

2

3
近
年
と
過
去
の
自
然
災
害

14 大被害をもたらした過去の気象災害気象庁「災害をもたらした気象事例」※※顕著な災害を起こした自然現象について気象庁で名称を定めた事例を記載。損壊家屋等1,000棟程度以上、浸水家屋10,000棟

程度以上などが起きた場合。

9/18

9/19
9/21

9/23

9/25

9/26

9/27

9/28

T5415T5415

60

50

40

30

20

10
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台風（T5415）経路図

日本海を発達しながら猛スピードで進む。青函連絡船「洞爺丸」遭難。主な被災地：全国（特に北海道、四国） 死者 1,361名、行方不明者 400名、負傷者 1,601名住家全壊 8,396棟、半壊 21,771棟床上浸水 17,569棟、床下浸水 85,964棟など（消防白書より）

3-14-1 洞爺丸台風（1954年9月24日～9月27日）
図表

北

南

西

東

北西

南西

南東

北東

風向

矢印の方向に吹いている
風向が欠測の場合
30m／s以上
20m／s～29.9m／s
10m／s～ 19.9m／s
10m／s未満

北

南

西

東

北西

南西

南東

北東

風向

矢印の方向に吹いている
風向が欠測の場合
45m／s以上
30m／s～ 44.9m／s
15m／s～ 29.9m／s
15m／s未満

【期間内最大風速（m／s）】

【期間内最大瞬間風速（m／s）】

災
害
状
況

函館港から出港した洞爺丸を始め、5隻の青函連絡船が暴風と高波で遭難し、洞爺丸の乗員乗客 1,139名が死亡するなどの大惨事となった。 又、北海道岩内町では 3,300棟が焼失する大火が発生した。さらに広い範囲で暴風となったため、被害は九州から北海道まで全国に及んだ。（気象庁「災害をもたらした気象事例」より）

函館では一旦風の止む時間があったことから、台風が通過したと判断して出航した青函連絡船が、猛烈な吹き返しの風により、次々と転覆・座礁し、乗員・乗客あわせて1,600余名が亡くなる大惨事となった。（北海道「ほっかいどうの防災教育
ポータルサイト」より）

テロに対する意識

323

1

2

3

4

5

6
防
犯
と
安
全

19 テロに対する意識
紀尾井町戦略研究所（株）「日本のテロ対策、治安に関する意識調査（https://ksi-corp.jp/topics/survey/web-research-37.html）」

（インターネット調査）
2022年7月調査、全国の18歳以上の男女1,000名対象

6-19-1 近年の日本の治安について

図表

6-19-2 日本の警察の警備、取り締まり
について

図表
良くなったと思う 1.1%

21.6%

どちらかといえば良くなったと思う

全体
n=1,000

10.4%14.5%わからない

どちらかといえば悪くなったと思う

52.4%

悪くなったと思う

わからない

28.3%

まあまあ十分だと思う

全体
n=1,000

22.8%

十分だと思う

不十分だと思う

やや不十分だと思う

40.4%

5.6
%

2.9
%

6-19-3 警備や捜査の警察官の人数につ
いて

図表

6-19-4 防犯カメラの台数について

図表
現行では多すぎるので
減らすべきだ 0.7%

31.3%

現行では少なすぎるので増やすべきだ

全体
n=1,000

10.9%
12.2%

現行では多いので、ある程度減らすべきだ 1.3%

現行程度でよい

現行では少ないので、ある程度増やすべきだ

43.6%

わからない

わからない

18.3%

現行では少なすぎるので増やすべきだ

全体
n=1,000

21.9%

6.0
%

現行では多すぎるので
減らすべきだ 1.6%プライバシーなどの人権の侵害につながりかねないので増やすべきではない

プライバシーなどの人権を過度に制限しない範囲で増やすべきだ

47.4%

4.8%

現行程度でよい

6-19-5 日本の重大な犯罪防止の取り締
まり活動などについて

図表

6-19-6 サイバー犯罪、テロについての
不安

図表
わからない 

19%

人権を
現行より制限しても取り締まりを優先すべきだ

全体
n=1,000

13%

5%

現行のままでよい

取り締まりを強化しない範囲で、人権擁護を優先すべきだ

人権を現行より制限しない範囲内で、少しでも取り締まりを強化できる方策を探るべきだ

56%

取り締まりの強化よりも
人権擁護を優先すべきだ 

3%4%

わからない 2%

大いに
不安を感じる

全体
n=1,000

24%

11%

まったく不安は感じない
1%

ほとんど不安を感じない

ある程度不安を感じる

62%

〈自身は、この 5年で日本の治安は良くなったと思うか、

それとも悪くなったと思うか。〉

〈テロや犯罪を防ぐため、日本における警察などの当局の警備、

取り締まりの現状について、自身はどう思うか。〉

〈日本においてテロを含む重大な犯罪を防ぐ際に、警備や捜査に従事す

る警察官の人数について、自身はどう考えるか。〉
〈犯罪やテロの防止、捜査の助けとする目的で日本の市街地などに設置

する防犯カメラの台数について、自身はどう思うか。〉

〈日本の警察などによるテロを含む重大な犯罪の防止に向けた取り締ま

り活動と、人権の関係について、自身はどう思うか。〉
〈自身はサイバー犯罪やサイバーテロの被害に遭うことに

不安を感じるか。〉
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2 危険物施設の災害
消防庁「令和4年中の危険物に係る事故の概要」

6-2-1 危険物施設における火災及び流出事故発生件数の推移（1989年〜2022年）

図表

0

100

200

300

400

500

600

700
（件）

352
381

345
335

319

287

344
372

393 438
431
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540 554
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522 536
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599
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209
235
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174
210 228 238

281

269

317
334

331
352

359
392

375

434

384
360 357

396

375 376

396

345 356

369
403

380
375

143 146 141 133
107 113

134 144 155

157

162

194

169

170

188

195

188

223

169

176

162

179

189

198

188

203

215 215
195

206

218

187

2022（年）

’19
’18

’17
’16

’15
’14

’13
’12

’11
’10

’09
’08

’07
’06

’05
’04

’03
’02

’01
2000

’99
’98

’97
’96

’95
’94

’93
’92

’91
’90

1989

総事故件数

流出事故件数

火災事故件数

641

415

226

646

422

224

’21
’20

（注）事故発生件数年別傾向を把握するために、震度 6弱以上（1996年 9月以前は震度 6以上）の地震により発生した件数を除いている。

6-2-2 危険物施設における火災事故発生件数と被害状況の推移（2013年〜2022年）

図表
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使える！ わかる！

A4 判　2023 年 2 月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-096-1

食品の製造原価と価格上昇で食の安全は守られている
のか？
消費者行動の変化を読み解くためのヒントを見つける
総合統計データ集。

食の安全と健康意識
データ集 2023

A4 判　2023 年 3 月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-097-8

気候変動による地球規模の災害の増加！
持続可能な社会の構築のためのエネルギー問題を見つ
めなおすのに最適な統計集。

地球温暖化＆エネルギー問題
総合統計 2023

A4 判　2022 年 9 月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-089-3

少子化・高齢化が進むニッポン！
数年後には、高齢者も減少する予想で、介護・看護サー
ビスの再構築のための豊富な資料を集めた統計集。

介護・看護サービス
統計データ集 2023
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5-4-1 日本海溝・
千島海溝沿

いの領域区
分

図表
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（注）1　地震調査委員会（2017、2019）による日本海溝・千島海溝の領域区分

2　太平洋プレートの形状は本検討会において新たに作成（横田ほか、2017）。

3　領域区分は地震調査委員会（2017、2019）による。 

4 日本海溝・千
島海溝周辺海

溝型地震の発
生状況と想定

内閣府 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による震源断層モデルと震度分布・

津波高等に関する報告書（2022年3月22日）」

防災に関する国民の意識

241
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5
防
災
対
策

19 防災に関する国民の意識
内閣府「防災に関する世論調査（令和4年9月

調査）」（郵送調査）

2022年9月〜10月調査、全国18歳以上の日本
国籍を有する者対象（有効回収数：1,791名

）

5-19-1 自然災害への対処などを家族や身近な人と話し
合ったことの有無（ここ1〜2年ぐらい

の間に一度でも）図表
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5-19-2
（5-19-1で「ない」と答えた者に）

自然災害への対処などを家族や身近な人と話し
合ったことがない理由（複数回答）図表
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から

話し合うきっかけがなかったから

n=661

5-19-3 自然災害への対処法で家族や身近な人と話し合
う内容として重要なこと（複数回答）

図表
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28 防災教育・防災訓練静岡県「令和4年度　学校防災に関する実態調査」

2022年12月調査、静岡県教育委員会及び各市町教育委員会が所管する県立、市立及び町立の幼稚園、こども園、小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校（定時制・通信制・分校を含む）、特別支援学校（分校・分教室を含む）1,150校園対象

5-28-1 学校の立地等により想定される
災害（複数回答可）

図表

5-28-2 防災教育で取り組んでいる災害
（複数回答可）　

図表
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5-28-3 防災教育に取り組んでいる教育活動の場（複数回答可）　
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12 子ども・女性の防犯
警察庁子供・女性に対する犯罪等を防止するための対策に関する調査研究会「子供・女性に対する犯罪等を防止するための対策に関する調査研究」

2013年〜2017年（犯罪）、2015年〜2017年（前兆事案）調査、地区内に小学校と大学が所在している単一の市区町村（特別区を含む）

内における単一の警察署の管轄区域内にある6地区（大都市圏〔横浜市鶴見区・相模原市南区・名古屋市瑞穂区〕・地方部〔愛知県

みよし市、広島県福山市福山東警察署管内、福岡県田川市〕）対象

子どもを対象とした犯罪の犯罪発生リスクが高いエリアの特徴

女性を対象とした犯罪の犯罪発生リスクが高いエリアの特徴の整理

罪種

子供対象犯罪

大都市圏・地方部

大都市圏

地方部

駅周辺

〇

〇

学校周辺

〇

公園周辺

〇

〇

（駅周辺の）住宅街 1）（幹線道路周辺の）住宅街 1）
低層・戸建て住宅密集地 2）
団地・集合住宅密集地 3）幹線道路 4）周辺大規模商業施設 5）周辺

〇
罪種

声かけ・つきまとい・卑わいな言動

露出

盗撮・のぞき見

大都市圏・地方部

大都市圏
地方部

大都市圏
地方部

大都市圏
地方部

駅周辺

〇

地
方
部
は
発
生
件
数
が
少
な
く
分
析
か
ら

除
外
し
た
。 〇

学校周辺

〇

〇

〇

〇

公園周辺

〇

〇

〇

〇

〇

（駅周辺の）住宅街 1）

〇

（幹線道路周辺の）住宅街 1）
低層・戸建て住宅密集地 2）
団地・集合住宅密集地 3）

〇

〇

幹線道路 4）周辺大規模商業施設 5）周辺

〇

〇

〇

6-12-1 犯罪等が発生したエリア

図表

注：1）当該街区が住宅の用途に供せられており、隣接する街区も同様である場所。

2）当該街区が低層共同住宅又は戸建て住宅のみで構成されており、隣接する街区も同様である場所。

3）当該街区が集合住宅・団地のみで構成されており、隣接する街区も同様である場所。

4）国道・県道のことをいう

5）大規模小売店舗立地法に基づく大規模小売店舗のことをいう

6）強制性交等、強制わいせつ、略取誘拐・人身売買、殺人、強盗。

（注）過去に発生した犯罪地点についてその分布状況から発生密度の分析を行った結果から、地区内で平均以上の密度がある箇所（9段階で整理したうち 5段階目以上の密度となっている箇所）

を「○」として記述している。

罪種
ひったくり以外の犯罪 6）

ひったくり

大都市圏・地方部
大都市圏 地方部 大都市圏 地方部

駅周辺

〇
〇

〇
〇

学校周辺

〇

〇
〇

公園周辺

〇
〇

（駅周辺の）住宅街 1）

〇

（幹線道路周辺の）住宅街 1）
低層・戸建て住宅密集地 2）

〇

団地・集合住宅密集地 3）幹線道路 4）周辺大規模商業施設 5）周辺

〇

子どもを対象とした前兆事案リスクの高いエリアの特徴の整理

罪種

声かけ・つきまとい・卑わいな言動

露出

盗撮・のぞき見

大都市圏・地方部

大都市圏
地方部

大都市圏
地方部

大都市圏
地方部

駅周辺

〇

〇

〇

〇

〇

学校周辺

〇

〇

〇

〇

公園周辺

〇

〇

（駅周辺の）住宅街 1）（幹線道路周辺の）住宅街 1）

〇

低層・戸建て住宅密集地 2）

〇

団地・集合住宅密集地 3）

〇

〇

幹線道路 4）周辺

〇

大規模商業施設 5）周辺

〇

〇

女性を対象とした前兆事案リスクの高いエリアの特徴の整理
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災害史について
毎年更新しています
過去のデータも新しく
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